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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （百万円） － 35,297 37,175 68,267 72,062 

経常利益 

または経常損失（△） 
（百万円） － 2,387 4,697 △582 5,273 

中間（当期）純利益 

または当期純損失（△） 
（百万円） － 1,398 4,685 △4,634 3,793 

持分法を適用した場合の投資

利益 
（百万円） － － － － － 

資本金 （百万円） － 25,674 31,122 52,500 30,938 

発行済株式総数             

普通株式 （千株） － 1,541 2,159 1,541 2,143 

Ａ種優先株式 （千株） － 185 － 185 － 

純資産額 （百万円） － 30,073 48,055 28,674 42,995 

総資産額 （百万円） － 123,167 126,135 142,833 129,937 

１株当たり純資産額 （円） － 14,112.26 22,249.66 13,204.47 20,061.69 

１株当たり中間（当期）純利

益金額または１株当たり当期

純損失金額（△） 

（円） － 732.03 2,173.10 △3,159.65 1,973.91 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額 
（円） － － 2,124.10 － 1,938.13 

１株当たり配当額 （円） － － 750 － － 

自己資本比率 （％） － 24.4 38.1 20.1 33.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） － 4,174 5,020 9,632 17,696 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） － △2,147 △4,282 △2,096 △7,010 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） － △16,232 △2,027 △1,429 △16,131 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高 
（百万円） － 13,014 20,707 27,131 21,920 

従業員数 

（外、平均臨時従業員数） 
（人） 

－ 

(－)

545 

(2,425)

534 

(2,625)

554 

(2,446)

543 

(2,410)



 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。また、第13期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、それ以前の中

間会計期間については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社は関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益につきましては、記載しておりませ

ん。 

４．純資産額の算定にあたり、第13期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

５．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額について、第12期は潜在株式は存在するものの１株当た

り当期純損失であるため記載しておりません。また、第13期中間会計期間は、潜在株式はありますが、当社

株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないこと、及び、１株当たり中間純利益金額の算定にあたり

Ａ種優先株式は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）

第12項に従い、転換仮定方式に準じて算定された株式数を普通株式数に加えていることから記載しておりま

せん。 

６．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の雇用人員（パートタイマーは１日7.75時間換算の年間平均雇用人

員）であります。 

７．第12期において、当期純損失を計上しております。主な要因は、リピーターの来場促進策等により年間パス

（１年間の有効期間内であれば何回でも入場できるチケット）利用入場者数は増加しましたが、レギュラー

パス入場者数の減少等から売上高は減少いたしました。人員数の見直し、メンテナンス関連業務の内製化、

賃貸料の見直し等によるコスト効率化の推進から営業利益は増加しましたが、支払利息やリファイナンス関

連費用等負担により、経常損失及び当期純損失を計上いたしました。 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時従業員数（嘱託４人、単年契約社員226人、パートタイマー2,313人、派遣社員82人）は、（ ）外数

で記載しております。 

なお、臨時従業員のうちパートタイマーは、中間会計期間総労働時間を１日7.75時間で人数の換算をしており

ます。 

(2) 労働組合の状況 

当社の労働組合ユー・エス・ジェイ クルーアライアンスは、平成12年12月に結成され、当中間会計期間末現

在の組合員は2,110名（うち臨時雇用者数は1,667名）で、ＵＩゼンセン同盟に所属しております。 

労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 534（2,625） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

  当中間会計期間におけるわが国経済は、米国におけるサブプライムローン問題や原油高騰の影響等により先行き不

透明感が広がっているものの、企業部門収益の好調さが持続し個人消費も順調に推移しており、景気は回復基調を維

持しました。 

 このような状況のなか、開業６年目となる当事業年度のユニバーサル・スタジオ・ジャパンでは、年間テーマを

「ドリーム（夢）」と設定し、ゲストの皆様が思い描いているあこがれが叶うような「ドリーム（夢）」あふれる新

たなワールドクラスのエンターテインメントを続々とお贈りし、特別な思い出を提供できる場所となることを目指し

て様々なアトラクションやイベントを強化しております。このように、新しいエンターテインメントを年間を通じて

継続的にご提供することで、ゲストの皆様のリピート来場促進を図ってまいります。 

 当中間会計期間におきましては、平成19年３月にオープンした新感覚ジェットコースター「ハリウッド・ドリー

ム・ザ・ライド」が引き続き大変な人気を集めており、多くのゲストの皆様から絶大な支持を獲得しております。ま

た、新作映画の公開と連動した期間限定スペシャルイベント（平成19年４月19日から平成19年８月31日）や、夏季限

定イベントとして水を使ったキャラクターパレード「ユニバーサル・ウォーター・パレード」（平成19年７月12日か

ら平成19年９月２日）を開催、平成19年７月19日には新規アトラクションとして、開業以来初となるメリー・ゴーラ

ウンドのアトラクション「マジカル・オズ・ゴーラウンド」を導入するなど、主要ターゲットである女性層及びファ

ミリー層のニーズに合致した集客施策を継続的に実施いたしました。さらに、午後３時よりご入場が可能な夏季限定

「サマー・トワイライト・パス」（平成19年７月14日から平成19年９月２日）やハロウィーン期間限定「トワイライ

ト・パス」（平成19年９月11日から平成19年10月31日）の販売を実施し、多くのゲストの皆様にご支持いただきまし

た。 

 マーケティング・営業施策としては、引き続き「関西周辺圏」（石川県、福井県、岐阜県、三重県、愛知県、岡山

県、広島県、徳島県及び香川県）を重点開拓地域とし、集客のための広告宣伝・営業活動を強化いたしました。 

 以上の結果、当中間会計期間の入場者数につきましては、前年同期を上回る408万２千人（前年同期比3.0％増）と

なりました。 

 また、来たる第３四半期には、「ユニバーサル・ワンダー・ハロウィーン」（平成19年９月11日から平成19年10月

31日）や「ユニバーサル・ワンダー・クリスマス」（平成19年11月８日から平成20年１月６日の予定）等を開催し、

これまで以上に「ドリーム（夢）」に満ちあふれたワールドクラスのエンターテインメントで新しい驚きや感動を提

供してまいります。 

 売上高は、入場者数の増加に加えて、平成18年７月に実施したテーマパーク入場料の値上げやアトラクション優先

入場券の販売が好調であること、商品・飲食販売についてはイベントに連動した商品やメニューを充実させたこと等

により前年同期に比べ1,878百万円増の37,175百万円（前年同期比5.3％増）となりました。 

 営業利益は、商品販売収入の粗利率の上昇や、適正な人員配置による人件費の管理、水道光熱費等のコスト削減に

努めたこと、エンターテインメント・ショー制作費や固定資産の耐用年数の経過による減価償却費が減少したこと等

により、前年同期に比べ1,840百万円増の5,141百万円（前年同期比55.8％増）となりました。 

 経常利益は、借入金残高の減少による支払利息の減少等により前年同期に比べ2,310百万円増の4,697 百万円（前

年同期比96.8％増）となりました。 

 昨年度、新規エリア「ランド・オブ・オズ」の工事に伴い発生した旧ウエスタンエリアなどの固定資産除却損が、

当中間会計期間においては大幅に減少しており、特別損失は９百万円（前年同期比99.0％減）となりました。 

 以上の結果、中間純利益は、前年同期に比べ3,286百万円増加し、4,685百万円（前年同期比234.9％増）となりま

した。 

(2) キャッシュ・フロー 

  当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、営業活動によって得られた資金が5,020百万

円、投資活動に使用した資金が4,282百万円、財務活動に使用した資金が2,027百万円になったこと等により、前事業

年度末比1,212百万円減少し、20,707百万円となりました。 

 なお、当中間会計期間中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は、前年同期比845百万円増の5,020百万円（前年同期比 

20.3％増）となりました。 

 これは税引前中間純利益が増加したことや利息の支払額が前年同期に比べて減少したこと等によるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は、前年同期比2,135百万円増の4,282百万円（前年同期比



99.5％増）となりました。 

  これは当中間会計期間では定期預金の払戻による収入がなかったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は、前年同期比14,204百万円減の2,027百万円（前年同期比

87.5％減）となりました。 

  これは主に長期借入金の返済による支出が減少したことによるものであります。 

  

２【販売の状況】 

 当中間会計期間のテーマパーク運営事業における販売実績を区分して示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．運営収入には、テーマパーク入場料収入（当中間会計期間16,396百万円）が含まれております。 

３．その他の収入には、マーケティング・パートナー企業からのパートナーシップフィー（当中間会計期間   

2,662百万円）が含まれております。 

＜参考情報＞ 入場者数 

 （注）１．レギュラーパス利用者とは、基本的に１日利用チケットによる入場者であり、年間パス利用者とは１年間の

有効期間内であれば何回でも入場できるチケットによる入場者であります。 

２．入場者数については前中間会計期間は千人未満を切り捨てて表示しておりましたが、前事業年度の有価証券

報告書より千人未満を四捨五入する方法で表示しております。 

３【対処すべき課題】 

  当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比 
（％） 

運営収入 （百万円） 19,690 （ 53.0％） 9.9 

商品販売収入 （百万円） 9,122 （ 24.5％） 0.3 

飲食販売収入 （百万円） 5,584 （ 15.0％） 0.6 

その他の収入 （百万円） 2,778 （ 7.5％) 1.4 

合計 （百万円） 37,175 （100.0％） 5.3 

  （千人）

区分 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比 
（％） 

入場者数 4,082 3.0 

レギュラーパス利用者数 2,998 3.6 

年間パス利用者数 1,084 1.3 



４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結又は変更した経営上の重要な契約は次のとおりであります。 

(1) ライセンス契約 

「ユニバーサル・スタジオ・ジャパン」に隣接する商業区域「ユニバーサル・シティウォーク大阪」の運営関係 

 ※１ 相手方のうちユニバーサル・スタジオ・インクが、同社の権利義務の承継人であるビベンディ・ユニバーサ

ル・エンターテイメント・エルエルエルピーに変更されております。 

 ※２ 平成19年６月20日付けで、平成19年４月１日から平成23年３月31日までの各「契約年度」あたりのロイヤリテ

ィが、200万米ドルから175万米ドルに変更されております。 

(2) マネジメントサービス契約 

 当社は、グレン ガンペル及び丸山義和との間でその取締役就任に際し大要以下の内容の契約を締結しておりま

す。 

①代表取締役社長 グレン ガンペル 

 ※３ 平成19年６月27日付けで、グレン ガンペル氏を当社の非常勤の取締役会長に選任することにつき必要な承認

が得られない場合は、平成21年６月まで非取締役のコンサルタントを務めることと変更されております。な

お、平成19年11月26日付けで、当該変更は撤回されております。また、当社の株主総会及び取締役会において

承認された場合は、グレン ガンペル氏の当社の代表取締役社長としての就任予定期間が平成21年６月まで延 

 長され、その後、平成22年６月まで当社の非常勤の取締役会長を務めることと変更されております。 

契約名称 シティウォークライセンス契約 

相手方 

（米国） 

（ユニバーサル・スタジオ・インクの権利義務の承継人としての）ビベンディ・ユニバーサル・エン

ターテイメント・エルエルエルピー及びユニバーサル・シティ・スタジオ・エルエルエルピー ※１ 

契約締結日 平成14年６月５日（平成19年６月20日付けで一部変更） 

契約期間 平成13年４月１日から平成23年３月31日まで。期間満了に先立ち、更新につき協議を実施。 

主な内容 ・「ユニバーサル・スタジオ・ジャパン」に隣接する商業区域である「ユニバーサル・シティウォー

ク大阪」の運営に関連する商号、マーク、キャラクター等の知的財産に関するライセンスの供与 

・ロイヤリティ 

 下記の敷地内ホテルライセンス契約及び敷地外ホテルライセンス契約に係るロイヤリティと併せ

て、各「契約年度」（毎年４月１日から翌年３月31日までの１年間をいう。）あたりのロイヤリテ

ィは以下のとおりとなる。 

（ア）平成13年４月１日から平成15年３月31日まで  100万米ドル 

（イ）平成15年４月１日から平成16年３月31日まで  150万米ドル 

（ウ）平成16年４月１日から平成19年３月31日まで  200万米ドル 

（エ）平成19年４月１日から平成23年３月31日まで  175万米ドル ※２ 

 なお、当社がサブライセンスにより得る「契約年度」あたりのロイヤリティが一定の額を超えた場

合には、上記に加えて所定の額のロイヤリティの支払いを行う。 

契約名称 第二次修正・書換マネジメントサービス契約 

相手方 グレン ガンペル 

契約締結日 平成18年11月10日（平成19年６月27日に修正契約を締結。原契約の締結日は平成16年６月24日、第一

次修正・書換マネジメントサービス契約の締結日は平成18年６月28日） 

契約期間 平成18年６月28日から平成21年６月30日 

主な内容 ・同氏が、原則として、平成20年６月まで当社の代表取締役社長を務めることを予定。また、その後

平成21年６月まで当社の非常勤の取締役会長（必要な承認が得られない場合は非取締役のコンサル

タント）を務めることを予定。 ※３ 

・同氏が上記役職に就いた場合、同氏に対して、状況に応じて以下の報酬を支払う。 

（ア）固定額の基本報酬及び追加報酬 ※４ 

（イ）業績連動型報酬としての一定の額（なお、同報酬として531百万円を、平成18年11月15日に

支払済み） 

（ウ）純利益報酬（純利益の達成状況に応じて支払われる一定額の報酬） 

（エ）ＥＢＩＴＤＡ報酬（目標ＥＢＩＴＤＡの達成状況に応じた報酬） 

（オ）ストック・オプション 

（カ）その他（住居費、旅費等の海外赴任手当、福利厚生費等） 



 ※４ 平成19年６月27日付けで、固定額の追加報酬という項目が追加されております。 

 ※５ 平成19年11月26日付けで、グレン ガンペル氏は、当社株主である有限会社クレインホールディングスの関係

会社であるゴールドマン・サックス証券株式会社との間で、コンサルタンシー契約を締結しました。かかる契

約に基づきグレン ガンペル氏は、平成21年６月から当該会社の日本における投資機会の創出、評価及びモニ

タリングに関する助言及び補佐を行う予定です。 

②取締役 丸山 義和 

 ※６ 平成19年６月27日付けで、固定額の追加報酬という項目が追加されております。 

(3)敷地に関する賃貸借契約 

 平成19年３月末までは、土地区画整理法に基づき、大阪市都市計画事業此花西部臨海地区土地区画整理事業の施行

者たる大阪市から使用許可を受けて使用しておりましたが、平成19年３月末に行われた同土地区画整理事業の換地処

分を受けて、当社のテーマパークである「ユニバーサル・スタジオ・ジャパン」の敷地（大阪市此花区桜島）に関し

て、新たに次の賃貸借契約を締結いたしました。 

 なお、上記の他、株式会社大阪市開発公社からの借入については、野村キャピタル・インベストメント株式会社に

譲渡されております。 

５【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

契約名称 第二次修正・書換マネジメントサービス契約 

相手方 丸山 義和 

契約締結日 平成18年11月10日（平成19年６月27日に修正契約を締結。原契約の締結日は平成16年６月24日、第一

次修正・書換マネジメントサービス契約の締結日は平成18年６月28日） 

契約期間 平成18年６月28日から平成20年12月31日 

主な内容 ・同氏が、原則として、平成20年12月まで当社の社長室長を務め、平成20年６月までは当社の取締役

を務めることを予定。 

・同氏に対して、状況に応じて以下の報酬を支払う。 

（ア）固定額の基本報酬及び追加報酬 ※６ 

（イ）業績連動型報酬としての一定の金額（なお、同報酬として32百万円を、平成18年11月15日に

支払済み） 

（ウ）ＥＢＩＴＤＡ報酬（目標ＥＢＩＴＤＡの達成状況に応じた報酬） 

（エ）ストック・オプション 

（オ）その他（住居費、旅費等の海外赴任手当、福利厚生費等） 

相手方 契約内容 

大阪市 ・契約名称：事業用借地権設定契約 

・契約締結日：平成19年５月31日 

・契約期間：平成19年６月１日から20年間 

・賃借面積：187,261㎡ 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間会計期間において、新たに確定したアトラクション新設に関わる投資計画は平成19年９月30日現在、以下

のとおりであります。     

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2)重要な設備の除却の計画 

 当事業年度の下半期において、アトラクション関連等の除却に290百万円を予定しており、固定資産除却損は通期

で300百万円を見込んでおります。   

事業所名 所在地 設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 

総額 
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了 

 ユニバーサル・スタジ

オ・ジャパン 

 大阪市 

此花区 

 アトラクショ

ン新設 
1,600 448  自己資金 平成19年８月 平成20年３月



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成19年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

(2)【新株予約権等の状況】 

 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成18年６月28日定時株主総会決議及び平成18年６月28日取締役会決議新株予約権Ａ 

 （注）１．平成18年６月28日開催の株主総会における決議の日（以下「決議日」という）後、当社が当社の普通株式の

株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含みます。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合

を行う場合には、付与株式数を、次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てるものとします。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割または併合の比率 

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき（当社Ａ種優

先株式の取得請求権の行使により当社普通株式が交付される場合及び募集株式の募集はこれに含まれないも

のとします）は、当社が適当と考える方法で付与株式数の調整を行うことができるものとします。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 3,000,000 

計 3,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年11月26日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 2,159,545 2,159,603 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 2,159,545 2,159,603 － － 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年10月31日） 

新株予約権の数（個） 43,033 43,033 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 43,033（注）１ 43,033（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり22,500（注）２ １株当たり22,500（注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月28日から 

平成28年６月28日まで 

平成18年６月28日から 

平成28年６月28日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価額及び資本組入額（円） 

発行価額  22,500 

資本組入額 11,250 

発行価額  22,500 

資本組入額 11,250 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要する。 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
（注）６ （注）６ 



２．決議日後、当社が、当社の普通株式につき、株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額を次の算式

により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。 

また、決議日後、当社が行使価額を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分

を行う場合（新株予約権の行使により新株を発行する場合及び取得請求権付株式の取得請求権の行使に基づ

き当社普通株式を交付する場合を除く）には、行使価額を次の算式により調整し、調整の結果生じる１円未

満の端数は、これを切り上げるものとします。 

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数（当社Ａ種優先株式の取得

請求権の行使により交付される普通株式数を含む）から当社が保有する普通株式にかかる自己株式数を控除

した数とし、また自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替

えるものとします。 

さらに、決議日後、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で行使価

額は調整されるものとします。 

３．新株予約権の行使の条件は、次のとおりとなっております。 

(1) 原則として、平成18年12月31日、平成19年12月31日、及び平成20年12月31日に、新株予約権の総数のうち

３分の１ずつが権利行使可能となる。 

(2) 当初付与された新株予約権57,033個のうち45,026個については、平成19年12月31日より前に当社の株式公

開が完了した場合には、当該株式公開の完了の時点で新株予約権の総数の50％が権利行使可能となる。 

なお、平成19年11月26日付けで、平成19年12月31日までに権利行使可能とならなかった新株予約権の総数

のうち15,008個については、平成20年６月30日に権利行使可能となるよう変更されている。 

その他の行使条件に関しては、当社と新株予約権者との間の「新株予約権割当契約書」に定められており

ます。 

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生ずる１円未満の端数は切り上

げるものとします。 

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とします。 

５．新株予約権の取得の事由及び条件 

(1) 新株予約権者が、その有する新株予約権の全部または一部を放棄した場合、当社は、当該放棄に係る新株

予約権を無償で取得することができるものとします。 

(2) その他の取得事由及び取得条件については、当社取締役会の決議に基づき当社と新株予約権者との間で締

結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによるものとします。 

６．新株予約権の交付 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という）の新株予

約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとします。この場合においては、残存新株予約権は消滅

し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとします。但し、以下の条件に沿って再編対象会社は

新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約ま

たは株式移転計画において定めた場合に限るものとします。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとしま

す。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割または併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

行使価額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とします。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数（株）」に準じて決定するも

のとします。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記の「新株予約権行使時の払込金

額」で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上調整して得られる再編後払込金額に上記

(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

るものとします。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

組織再編行為の効力発生日から、上記の「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することが

できる期間の満了日までとします。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

上記４．に準じて決定するものとします。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとしま

す。 

(8) 新株予約権の取得条項 

上記５．に準じて決定するものとします。 

７．端数の取扱い 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り

捨てるものとします。 

② 平成18年６月28日定時株主総会決議及び平成18年７月14日取締役会決議新株予約権Ｂ 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年10月31日） 

新株予約権の数（個） 22,347 22,247 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 22,347（注）１ 22,247（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり22,500（注）２ １株当たり22,500（注）２ 

新株予約権の行使期間 

平成18年７月18日から 

平成28年７月18日まで 

（注）４ 

平成18年７月18日から 

平成28年７月18日まで 

（注）４ 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価額及び資本組入額（円） 

発行価額  22,500 

資本組入額 11,250 

発行価額  22,500 

資本組入額 11,250 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要する。 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－ － 



 （注）１．平成18年６月28日開催の株主総会における決議の日（以下「決議日」という）後、当社が当社の普通株式の

株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含みます。以下、株式分割の記載につき同じ）または株式併合

を行う場合には、付与株式数を、次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てるものとします。 

 調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割または併合の比率 

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき（当社Ａ種優

先株式の取得請求権の行使により当社普通株式が交付される場合及び募集株式の募集はこれに含まれないも

のとします）は、当社が適当と考える方法で付与株式数の調整を行うことができるものとします。 

２．決議日後、当社が、当社の普通株式につき、株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額を次の算式

により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。 

また、決議日後、当社が行使価額を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分

を行う場合（新株予約権の行使により新株を発行する場合及び取得請求権付株式の取得請求権の行使に基づ

き当社普通株式を交付する場合を除く）には、行使価額を次の算式により調整し、調整の結果生じる１円未

満の端数は、これを切り上げるものとします。 

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数（当社Ａ種優先株式の取得

請求権の行使により交付される普通株式数を含む）から当社が保有する普通株式にかかる自己株式数を控除

した数とし、また自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替

えるものとします。 

さらに、決議日後、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で行使価

額は調整されるものとします。 

３．新株予約権の行使の条件は、次のとおりとなっております。 

(1) 新株予約権者は、行使の時点で、当社取締役または従業員の地位（以下「従業員等の地位」という）にあ

る限りにおいて、新株予約権を行使することができる。 

(2) 上記(1)にかかわらず、新株予約権者は、従業員等の地位を失った後においても、当社取締役会が認めた

場合には、新株予約権を行使することができる。 

(3) また、上記(1)にかかわらず、新株予約権者は、(2)に該当しない場合であっても、従業員等の地位を失っ

た日から５年間、従業員等の地位を失った日までに行使可能となっていた新株予約権を行使することがで

きる。 

(4) 新株予約権者は、故意若しくは重過失により当社の社内規程に違反した場合、不正行為により当社に対し

て損害を与えた場合、若しくは営業秘密の漏洩その他の故意若しくは重過失による義務違反により従業員

等の地位を喪失した場合、または上記事由に該当するか否かを当社が調査している期間は、新株予約権を

行使することができない。 

(5) 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使はこれを認めない。 

その他の行使条件に関しては、当社と新株予約権者との間の「新株予約権割当契約書」に定められており

ます。 

４．新株予約権の行使期間は、次のとおりとなっております。 

(1) 当初付与された新株予約権27,962個のうち24,174個については、原則として、平成18年12月31日、平成19

年12月31日、及び平成20年12月31日に、新株予約権の総数のうち３分の１ずつが権利行使可能となる。但

し、新株予約権者に割り当てられた新株予約権の総数が15個を下回っている場合は、平成18年12月31日か

ら全部権利行使可能となる。 

(2) 当初付与された新株予約権27,962個のうち上記(1)以外の3,788個については、平成20年12月31日から平成

28年７月14日まで権利行使可能である。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割または併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

行使価額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



５．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生ずる１円未満の端数は切り上

げるものとします。 

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1）記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とします。 

６．新株予約権の取得の事由及び条件 

当社は、新株予約権者または当社について次に掲げる事由が生じた場合、当該事由が生じた日以降で取締役

会が別途定める日に、次に掲げる新株予約権を無償で取得することができるものとします。 

(1) 新株予約権者が、新株予約権の行使前に当社の取締役または従業員の地位を失った場合（但し、上記３．

(2)に該当する場合は除く）…未行使の新株予約権全部 

(2) 新株予約権者が、死亡した場合…未行使の新株予約権全部 

(3) 新株予約権者が、その有する新株予約権の全部または一部を放棄した場合…当該放棄に係る新株予約権 

(4) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

または当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案が当社株主総会で承認され

た場合（株主総会決議が不要の場合は取締役会決議がなされた場合）…未行使の新株予約権全部 

(5) 新株予約権者が、故意若しくは重過失により当社の社内規程に違反した場合、不正行為により当社に対し

て損害を与えた場合、若しくは営業秘密の漏洩その他の故意若しくは重過失による義務違反により取締役

または従業員の地位を喪失した場合…未行使の新株予約権全部 

７．端数の取扱い 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り

捨てるものとします。 

③ 平成19年６月27日定時株主総会決議及び平成19年８月７日取締役会決議新株予約権Ｃ 

（注）１．当社普通株式589株とします。但し、各新株予約権の目的たる株式の種類及び数（以下「付与株式数」とい

う）は当社普通株式１株とし、下記の場合に調整されることがあります。 

 ａ．割当日以後、当社が普通株式の株式分割（普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載に

つき同じ）又は株式併合を行う場合には、付与株式数を、次の算式により調整し、調整の結果生じる１

株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

              調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率 

 ｂ．上記のほか、割当日以後に、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社が

適当と考える方法で付与株式数の調整を行うことができる。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年10月31日） 

新株予約権の数（個） 589 589 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 589（注）１ 589（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり１（注）２ １株当たり１（注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成22年８月７日から 

平成29年８月６日まで 

平成22年８月７日から 

平成29年８月６日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価額及び資本組入額（円） 

発行価額 69,320 

資本組入額（注）３  

発行価額 69,320 

資本組入額（注）３   

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要する。 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－ － 



      ２. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることが

できる株式１株当たりの払込金額である１円に付与株式数を乗じた金額とする。 

   ３. ａ．新株予約権Ｃの行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第1

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生ずる１円未満の端数は切

り上げるものとする。 

 ｂ. 新株予約権Ｃの行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、前ａ号の資本金等

増加限度額から前ａ号に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

      ４. 新株予約権の行使の条件は、次の各号に定めるとおりとする。 

ａ．新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利確定日及び行使の時点で当社

の取締役又は従業員の地位（以下「従業員等の地位」という）にある場合に限り、新株予約権を行使す

ることができる。但し、(i)行使の時点で従業員等の地位にない場合であっても、権利確定日以後に従業

員等の地位を喪失した場合は、当該地位喪失後５年間（但し、行使期間の終期を超えることはできな

い）は、本件新株予約権を行使することができ、また、(ii)行使の時点で従業員等の地位になく、か

つ、権利確定日前に従業員等の地位を喪失していた場合であっても、当社の取締役会が承認したとき

は、当該地位喪失日までの新株予約権者の貢献度合（取締役会が認定する）に応じて権利確定日より取

締役会が定める期間、行使できるものとする。 

ｂ．新株予約権は、新株予約権者が、権利確定日において当社が別途定める業績目標を達成した場合に、そ

の達成割合に応じて行使可能となる。但し、前号(ii)に基づき行使可能となる場合は、前号所定の当社

の取締役会が認定した新株予約権者の貢献度合に応じて行使可能となるものとする。 

ｃ．権利確定日以後であっても、次の各号に掲げる場合は、新株予約権者は、その有する新株予約権を行使

することができない。 

ca．当社が消滅会社となる合併契約の承認にかかる議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画

の承認にかかる議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画の承認にかかる

議案につき、当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要とされる場合は取締役会決議がなさ

れた場合） 

cb．新株予約権者が故意若しくは重過失により当社の社内規程に違反した場合、不正行為により当社に対し

て損害を与えた場合、若しくは営業秘密の漏洩その他の故意若しくは重過失による義務違反により従業

員等の地位を喪失した場合、又は上記事由に該当するか否かを当社が調査している期間  

 ④ 平成19年６月27日定時株主総会決議及び平成19年８月７日取締役会決議新株予約権Ｄ 

（注）１．当社普通株式1,084株とします。但し、各新株予約権の目的たる株式の種類及び数（以下「付与株式数」とい

う）は当社普通株式１株とし、下記の場合に調整されることがあります。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年10月31日） 

新株予約権の数（個） 1,084 1,084 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,084（注）１ 1,084（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり１（注）２ １株当たり１（注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成22年８月７日から 

平成29年８月６日まで 

平成22年８月７日から 

平成29年８月６日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価額及び資本組入額（円） 

発行価額  69,320 

資本組入額 （注）３ 

発行価額  69,320 

資本組入額 （注）３ 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要する。 

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の

決議による承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－ － 



ａ．割当日以後、当社が普通株式の株式分割（普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載に

つき同じ）又は株式併合を行う場合には、付与株式数を、次の算式により調整し、調整の結果生じる１

株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

              調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率 

ｂ．上記のほか、割当日以後に、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社が

適当と考える方法で付与株式数の調整を行うことができる。 

２. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることが

できる株式１株当たりの払込金額である１円に付与株式数を乗じた金額とする。 

３. ａ．新株予約権Ｄの行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第1

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生ずる１円未満の端数は切

り上げるものとする。 

ｂ. 新株予約権Ｄの行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、前ａ号の資本金等

増加限度額から前ａ号に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

４. 新株予約権の行使の条件は、次の各号に定めるとおりとする。 

ａ．新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利確定日及び行使の時点で当社

の取締役又は従業員の地位（以下「従業員等の地位」という）にある場合に限り、新株予約権を行使す

ることができる。但し、(i)行使の時点で従業員等の地位にない場合であっても、権利確定日以後に従業

員等の地位を喪失した場合は、当該地位喪失後５年間（但し、行使期間の終期を超えることはできな

い）は、本件新株予約権を行使することができ、また、（ii）行使の時点で従業員等の地位になく、か

つ、権利確定日前に従業員等の地位を喪失していた場合であっても、当社の取締役会が承認したとき

は、当該地位喪失日までの新株予約権者の貢献度合（取締役会が認定する）に応じて権利確定日より取

締役会が定める期間、行使できるものとする。 

ｂ．新株予約権のうち1/2は、新株予約権者が、権利確定日において当社が別途定める業績目標を達成した場

合に、その達成割合に応じて行使可能となる。但し、前号（ii）に基づき行使可能となる場合は、前号

所定の当社の取締役会が認定した新株予約権者の貢献度合に応じて行使可能となるものとする。 

ｃ．権利確定日以後であっても、次の各号に掲げる場合は、新株予約権者は、その有する新株予約権を行使

することができない。 

ca．当社が消滅会社となる合併契約の承認にかかる議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画

の承認にかかる議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画の承認にかかる

議案につき、当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要とされる場合は取締役会決議がなさ

れた場合） 

cb．新株予約権者が故意若しくは重過失により当社の社内規程に違反した場合、不正行為により当社に対し

て損害を与えた場合、若しくは営業秘密の漏洩その他の故意若しくは重過失による義務違反により従業

員等の地位を喪失した場合、又は上記事由に該当するか否かを当社が調査している期間 

(3)【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

注１．普通株式の発行済株式総数の増加は、新株予約権の権利行使により普通株式を発行したことによる増加であり

ます。 

２．平成19年10月１日から平成19年10月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が0千株、資

本金及び資本準備金がそれぞれ0百万円増加しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 

(注１) 

16 2,159 184 31,122 184 5,447 



(5)【大株主の状況】 

 （注）１．オウル・クリーク・アセット・マネジメント・エルピーから、平成19年５月９日付の大量保有報告書の変更

報告書No.３の送付があり、平成19年４月30日現在で213千株を保有している旨の報告を受けておりますが、

当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には

含めておりません。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社クレインホールディ

ングス 

東京都港区六本木６丁目10－１ 

六本木ヒルズ森タワー46階 
888,890 41.16 

ＤＢＪ事業価値創造投資事業

組合 
東京都千代田区大手町１丁目９－１ 222,222 10.29 

大阪市 大阪府大阪市北区中之島１丁目３－20 200,000 9.26 

オウル クリーク オーバーシ

ーズ ファンド，リミテッド

（常任代理人香港上海銀行東

京支店カストディ業務部） 

CIT CO FUND SERVICES（CAYMAN ISLANDS） 

LTD., CORPORATE CENTRE, WEST BAY ROAD,  

P.O. BOX 31106 SMB, GRAND CAYMAN,  

CAYMAN ISLANDS 

（東京都中央区日本橋３丁目11－１） 

147,593 6.83 

バンクオブニューヨークジー

シーエムクライアントアカウ

ントジェイピーアールデイア

イエスジーエフイーエイシー 

（常任代理人株式会社三菱 

 東京ＵＦＪ銀行決済事業部） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET LON

DON EC4A 2BB UNITED KINGDOM 

 （東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

106,315 4.92 

モルガン・スタンレーアンド

カンパニーインク 

（常任代理人モルガン・スタン 

 レー証券株式会社証券管理本 

 部オペレーション部門） 

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 10036,

U.S.A. 

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３ 恵比

寿ガーデンプレイスタワー） 

73,559 3.41 

モルガン・スタンレー・アン

ド・カンパニー・インターナ

ショナル・ピーエルシー 

（常任代理人モルガン・スタン 

 レー証券株式会社証券管理本 

 部オペレーション部門） 

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON E14

QA ENGLAND 

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３ 恵比

寿ガーデンプレイスタワー） 

70,549 3.27 

オウル クリーク ツー，エ

ル．ピー.（常任代理人香港

上海銀行東京支店カストディ

業務部） 

615 SOUTH DUPOINT HIGHWAY, DOVER,  

DELAWARE 19901, U.S.A. 

（東京都中央区日本橋３丁目11－１） 

65,110 3.01 

エスアイエス セガ インタ

ーセトル エージー 

（常任代理人株式会社三菱東京 

 ＵＦＪ銀行決済事業部） 

BASLERSTRASSE 100,CH-4600 OLTEN SWITZER

LAND 

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

21,261 0.98 

ベア スターンズ アンド 

カンパニー 

（常任代理人シティバンク銀行 

 株式会社証券業務部） 

ONE METROTECH CENTER NORTH,BROOKLYN,NY 

11201 

（東京都品川区東品川２丁目３－14） 

18,947 0.88 

計 － 1,814,446 84.02 



 なお、オウル・クリーク・アセット・マネジメント・エルピーの大量保有報告書の変更報告書No.３の内

容は以下のとおりであります。 

大量保有者 オウル・クリーク・アセット・マネジメント・エルピー 

住所 アメリカ合衆国ニューヨーク州10019、ニューヨーク、フィフス・アヴェニュー640、20階 

保有株券等の数 株式 213,202株 

株券等保有割合 9.95％ 

２．モルガン・スタンレー証券株式会社及びその共同保有者３名から、平成19年６月22日付の大量保有報告書の

変更報告書No.1の送付があり、平成19年６月15日現在で以下のとおり60千株を保有している旨の報告を受け

ておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認が出来ませんので、上記大

株主の状況には含めておりません。 

大量保有者 住所 

保有株券

等の数 

(株) 

株券等保

有割合 

(％) 

 モルガン・スタンレー証券株式会社 
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 

恵比寿ガーデンプレイスタワー 
1,192 0.06 

 モルガン・スタンレー・アンド・カン

パニー・インコーポレーテッド 
1585 Broadway,NewYork,NY 10036  13 0.00 

 モルガン・スタンレー・アンド・カン

パニー・インターナショナル・ピーエル

シー 

25 Cabot Square Canary Wharf  

London E14 4QA U.K. 
12,467 0.58 

 フロントポイント マネジメント ホ

ンコン リミテッド 

Suite 5505,The Center,99Queen'sRoad 

Central,Central,HongKong 
47,296 2.20 

 合計   60,968 2.84 



(6)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,159,545 2,159,545 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 2,159,545 － － 

総株主の議決権 － 2,159,545 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名ま
たは名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 73,000 90,900 89,000 83,000 81,000 73,500 

最低（円） 50,800 65,200 68,900 76,600 66,100 62,100 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 

マーケティン

グ・営業本部

長兼マーケテ

ィング企画部

長兼営業部長 

取締役 

マーケティン

グ・営業本部

長兼マーケテ

ィング企画部

長 

田中 功 平成19年８月１日



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平

成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けてお

ります。 

 なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成19年２月13日付をもって提出した有価証券届出書に添付さ

れたものによっております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 13,014   22,970 21,920   

２．売掛金   1,240   1,394 2,066   

３．たな卸資産   2,148   2,224 1,821   

４．その他の流動資産   1,048   1,233 788   

貸倒引当金   △1   △1 △1   

流動資産合計     17,450 14.2 27,821 22.1   26,594 20.5

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1)建物 ※２ 53,938   52,152 53,639   

(2)構築物 ※２ 18,886   17,936 18,632   

(3)機械及び装置 ※２ 23,266   20,206 23,366   

(4)その他の有形固定
資産 

※２ 6,880   4,825 5,162   

有形固定資産合計   102,972   95,120 100,800   

２．無形固定資産   562   1,300 469   

３．投資その他の資産   2,166   1,887 2,062   

固定資産合計     105,701 85.8 98,308 77.9   103,332 79.5

Ⅲ 繰延資産     15 0.0 5 0.0   10 0.0

資産合計     123,167 100.0 126,135 100.0   129,937 100.0

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   1,012   852 1,068   

２．１年以内返済予定
の長期借入金 

※２ 1,750   3,500 3,500   

３．前受金   10,185   8,769 13,766   

４．賞与引当金   422   452 674   

５．役員賞与引当金   －   12 87   

６．その他の流動負債 ※４ 6,324   5,749 6,558   

流動負債合計     19,694 16.0 19,335 15.3   25,656 19.7

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ 70,650   57,150 58,900   

２．退職給付引当金   741   832 784   

３．その他の固定負債   2,007   761 1,600   

固定負債合計     73,398 59.6 58,744 46.6   61,285 47.2

負債合計     93,093 75.6 78,080 61.9   86,941 66.9

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     25,674 20.9 31,122 24.7   30,938 23.8

２．資本剰余金           

(1)資本準備金   －   5,447 5,263   

(2)その他資本剰余金   3,000   3,000 3,000   

資本剰余金合計     3,000 2.4 8,447 6.7   8,263 6.4

３．利益剰余金           

(1)その他利益剰余金           

繰越利益剰余金   1,398   8,478 3,793   

利益剰余金合計     1,398 1.1 8,478 6.7   3,793 2.9

株主資本合計     30,073 24.4 48,049 38.1   42,995 33.1

Ⅱ 新株予約権     － － 6 0.0   － －

純資産合計     30,073 24.4 48,055 38.1   42,995 33.1

負債純資産合計     123,167 100.0 126,135 100.0   129,937 100.0

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     35,297 100.0 37,175 100.0   72,062 100.0

Ⅱ 売上原価     27,355 77.5 27,020 72.7   55,151 76.5

売上総利益     7,941 22.5 10,155 27.3   16,911 23.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    4,640 13.1 5,014 13.5   9,627 13.4

営業利益     3,300 9.4 5,141 13.8   7,283 10.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   425 1.2 518 1.4   818 1.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   1,338 3.8 961 2.6   2,828 3.9

経常利益     2,387 6.8 4,697 12.6   5,273 7.3

Ⅵ 特別損失 ※３   985 2.8 9 0.0   1,473 2.0

税引前中間（当
期）純利益 

    1,401 4.0 4,687 12.6   3,799 5.3

法人税、住民税及
び事業税 

    2 0.0 2 0.0   5 0.0

中間（当期）純利
益 

    1,398 4.0 4,685 12.6   3,793 5.3

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

その他資本
剰余金 

その他利益 
剰余金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

52,500 12,500 － △36,325 28,674 28,674 

中間会計期間中の変動額     

平成18年９月臨時株主総会
における資本金の額の減少 

△26,825 3,000 23,825 － － 

平成18年９月臨時株主総会
における資本準備金の額の
減少 

  △12,500 12,500 － － 

中間純利益   1,398 1,398 1,398 

中間会計期間中の変動額合計
（百万円） 

△26,825 △12,500 3,000 37,724 1,398 1,398 

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

25,674 － 3,000 1,398 30,073 30,073 

  

株主資本 

新株予約権 純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計 

資本準備金
その他資
本剰余金 

その他利益
剰余金 

繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

30,938 5,263 3,000 3,793 42,995 － 42,995

中間会計期間中の変動額     

新株の発行 184 184 368   368

中間純利益   4,685 4,685   4,685

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額 
（純額） 

  － 6 6

中間会計期間中の変動額合計
（百万円） 

184 184 － 4,685 5,053 6 5,059

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

31,122 5,447 3,000 8,478 48,049 6 48,055



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

その他資本
剰余金 

その他利益 
剰余金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

52,500 12,500 － △36,325 28,674 28,674

事業年度中の変動額     

平成18年９月臨時株主総会
における資本金の額の減少 

△26,825 3,000 23,825 － －

平成18年９月臨時株主総会
における資本準備金の額の
減少 

  △12,500 12,500 － －

新株の発行 5,263 5,263 10,527 10,527

当期純利益   3,793 3,793 3,793

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△21,561 △7,236 3,000 40,119 14,320 14,320

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

30,938 5,263 3,000 3,793 42,995 42,995



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税引前中間（当期）純利益   1,401 4,687 3,799 

減価償却費   6,980 6,692 13,686 

その他償却費   161 163 326 

賞与引当金の増加額（△減少額）   △134 △221 117 

役員賞与引当金の増加額（△減少
額） 

  － △75 87 

受取利息及び受取配当金   △6 △40 △15 

支払利息   1,280 915 2,302 

増資関連費用   － － 331 

デリバティブ評価益   △216 △204 △448 

為替差益   △86 △77 △233 

固定資産除却損   342 9 706 

リファイナンス関連費用   641 － 653 

売上債権の減少額（△増加額）   603 671 △221 

たな卸資産の減少額（△増加額）   △222 △402 104 

仕入債務の増加額（△減少額）   △44 △216 11 

未払金の減少額   △1,225 △1,004 △360 

前受金の減少額   △4,223 △4,997 △641 

その他   513 △411 240 

小計   5,766 5,488 20,447 

利息及び配当金の受取額   7 29 15 

利息の支払額   △1,593 △491 △2,760 

法人税等の支払額   △5 △5 △5 

営業活動によるキャッシュ・フロー   4,174 5,020 17,696 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

定期預金の預入による支出   △5,667 △2,263 △5,667 

定期預金の払戻による収入   5,667 － 5,667 

有形固定資産の取得による支出   △2,160 △1,197 △6,991 

無形固定資産の取得による支出   △20 △800 △47 

その他   34 △21 27 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,147 △4,282 △7,010 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

長期借入れによる収入   49,400 － 49,400 

長期借入金の返済による支出   △64,600 △1,750 △74,600 

リファイナンス関連費用の支出   △615 － △653 

株式の発行による収入   － 336 10,490 

増資関連費用の支出   － △314 △16 

リース債務の返済による支出   △378 △295 △709 

その他   △38 △4 △43 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △16,232 △2,027 △16,131 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   86 77 234 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △14,117 △1,212 △5,211 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   27,131 21,920 27,131 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

※ 13,014 20,707 21,920 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ 

時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

  (3) たな卸資産 

商品、原材料、貯蔵品 

移動平均法による原価法 

(3) たな卸資産 

商品、原材料、貯蔵品 

同左 

(3) たな卸資産 

商品、原材料、貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定額法 

 耐用年数及び残存価額につい

ては法人税法と同一の基準によ

っております。 

 また、資産に計上しているリ

ース物件（リース物件の所有権

が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リー

ス取引に係るもの）について

は、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法

によっております。 

(1) 有形固定資産 

定額法 

 なお、主な耐用年数は以下の

通りとなっております。 

建物     ３～50年 

構築物    ７～60年 

機械及び装置 ５～17年 

 また、資産に計上しているリ

ース物件（リース物件の所有権

が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リー

ス取引に係るもの）について

は、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法

によっております。 

(1) 有形固定資産 

定額法 

 耐用年数及び残存価額につい

ては法人税法と同一の基準によ

っております。 

 また、資産に計上しているリ

ース物件（リース物件の所有権

が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リー

ス取引に係るもの）について

は、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法

によっております。 

    

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間から平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更し

ております。 

 これによる損益に与える影響

は軽微であります。 

（追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した有

形固定資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しておりま

す。この変更により営業利益、

経常利益、税引前中間純利益は

それぞれ58百万円減少しており

ます。  

  

    

 (2) 無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

  

(2) 無形固定資産 

 同左 

  

(2) 無形固定資産 

 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、破産債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

 同左 

(1) 貸倒引当金 

 同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、賞与支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を計上し

ております。 

(2) 賞与引当金 

 同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、賞与支給見込額のうち当

事業年度負担額を計上しており

ます。 

   ────── 

  

(3) 役員賞与引当金 

  役員賞与の支給に備えるた

め、役員賞与支給見込額のうち

当中間会計期間の負担額を計上

しております。 

(3) 役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に備えるた 

め、当事業年度における支給見

込額に基づき計上しておりま

す。 

    

  

  

  

(会計方針の変更） 

 当事業年度から「役員賞与に 

関する会計基準」（企業会計基

準委員会平成17年11月9日 企業

会計基準第４号）を適用してお

ります。これにより営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益

がそれぞれ87百万円減少してお

ります。 

  (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

 数理計算上の差異について

は、発生事業年度に全額を費用

処理することとしております。 

(4) 退職給付引当金 

 同左 

  

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

 数理計算上の差異について

は、発生事業年度に全額を費用

処理することとしております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

 当社は取締役及び監査役の退

職慰労金制度を廃止することと

し、平成18年６月28日開催の定

時株主総会において、退職慰労

金の打ち切り支給議案が承認可

決されました。 

 これにより、当中間会計期間

において「役員退職慰労引当

金」を全額取崩し、打ち切り支

給額の未払い分23百万円につい

ては固定負債の「その他の固定

負債」に計上しております。 

 ────── 

  

  

(5) 役員退職慰労引当金 

 当社は取締役及び監査役の退

職慰労金制度を廃止することと

し、平成18年６月28日開催の定

時株主総会において、退職慰労

金の打ち切り支給議案が承認可

決されました。 

 これにより、当事業年度にお

いて「役員退職慰労引当金」を

全額取崩し、打ち切り支給額の

未払い分23百万円については固

定負債の「その他の固定負債」

に計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の売買取引にかかる方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 同左  同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

(1) ヘッジ会計の方法 

 同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

 同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約、クー

ポンスワップ、

金利スワップ 

ヘッジ対象…外貨建債務、外

貨建予定取引、

借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

  (3) ヘッジ方針 

 社内管理規程に基づき、金利

や為替相場の市場変動によるリ

スクの回避を目的とし、投機目

的の取引は行わない方針であり

ます。 

(3) ヘッジ方針 

 同左 

(3) ヘッジ方針 

 同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間におけるヘッジ

対象の相場変動またはキャッシ

ュ・フローの変動額と、ヘッジ

手段の相場変動またはキャッシ

ュ・フローの変動額を比較して

判断しております。 

 なお、当中間会計期間におい

てヘッジ会計が適用されている

デリバティブ取引はありませ

ん。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間におけるヘッジ

対象の相場変動またはキャッシ

ュ・フローの変動額と、ヘッジ

手段の相場変動またはキャッシ

ュ・フローの変動額を比較して

判断しております。 

 なお、当事業年度においてヘ

ッジ会計が適用されているデリ

バティブ取引はありません。 

  

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

 同左  同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式 

消費税等の会計処理 

 同左 

消費税等の会計処理 

 同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い） 

 当中間会計期間から「繰延資産の

会計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成18年８

月11日 実務対応報告第19号）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 ────── 

  

  

（繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い） 

 当事業年度から「繰延資産の会計

処理に関する当面の取扱い」（企業

会計基準委員会 平成18年８月11日 

実務対応報告第19号）を適用してお

ります。これに伴い、前事業年度に

おいて繰延資産の内訳として表示し

ていた「新株発行費」は当事業年度

より「株式交付費」として表示する

方法に変更しております。また、株

式交付費については前事業年度まで

は発生後３年以内で均等償却してお

りましたが、当事業年度より発生し

たものについては、支出時に費用と

して処理する方法に変更しておりま

す。この結果、従来の方法に比べ

て、経常利益及び税引前当期純利益

は、それぞれ46百万円減少しており

ます。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）を

適用しております。従来の資本の部

の合計に相当する金額は30,073百万

円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

 ────── 

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度から、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平17年12

月９日企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）を

適用しております。従来の資本の部

の合計に相当する金額は42,995百万

円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

（ストック・オプション等に関する

会計基準） 

 当中間会計期間から「ストック・

オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第８号）及び「ス

トック・オプション等に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成18年５月31日 企業会計基

準適用指針第11号）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 ────── 

  

  

（ストック・オプション等に関する

会計基準） 

 当事業年度から「ストック・オプ 

ション等に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年12月27

日 企業会計基準第８号）及び「スト

ック・オプション等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成18年５月31日 企業会計基準

適用指針第11号）を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

  77,874百万円   89,541百万円   82,961百万円

※２．担保資産 ※２．担保資産 ※２．担保資産 

（１）担保提供資産 （１）担保提供資産 （１）担保提供資産 

現金及び預金 2,451百万円

建物 53,938 

構築物 18,886 

機械及び装置 22,753 

その他の有形固定資産 4,121 

計 102,150 

現金及び預金 4,526百万円

建物 52,152 

構築物 17,936 

機械及び装置 19,799 

その他の有形固定資産 3,155 

計 97,570 

現金及び預金 4,076百万円

建物 53,639 

構築物 18,632 

機械及び装置 22,908 

その他の有形固定資産 3,686 

計 102,942 

上記のうち観光施設財団抵当に供している

資産は次のとおりであります。 

上記のうち観光施設財団抵当に供している

資産は次のとおりであります。 

上記のうち観光施設財団抵当に供している

資産は次のとおりであります。 

建物 53,938百万円 建物 52,152百万円 建物 53,639百万円

（２）対応債務 （２）対応債務 （２）対応債務 

１年以内返済予定の長

期借入金 
1,750百万円

長期借入金 47,650 

計 49,400 

１年以内返済予定の長

期借入金 
3,500百万円

長期借入金 34,150 

計 37,650 

１年以内返済予定の長

期借入金 
3,500百万円

長期借入金 35,900 

計 39,400 

３．貸出コミットメント 

 当社は運転資金の効率的な調達を行うた

め、協調融資貸出契約において、コミット

メントライン（貸出極度額）を設定してお

ります。この契約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

３．貸出コミットメント 

 当社は運転資金の効率的な調達を行うた

め、協調融資貸出契約において、コミット

メントライン（貸出極度額）を設定してお

ります。この契約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

３．貸出コミットメント 

 当社は運転資金の効率的な調達を行うた

め、協調融資貸出契約において、コミット

メントライン（貸出極度額）を設定してお

ります。この契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりであります。 

コミットメントライン

の総額 
5,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 5,000 

コミットメントライン

の総額 
5,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 5,000 

コミットメントライン

の総額 
5,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 5,000 

※４．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、流動負債の「その他の流動負債」

に含めて表示しております。 

※４．消費税等の取扱い 

  同左 

※４．     ────── 

   



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

デリバティブ評価益 216百万円

為替差益 111百万円

 （注）ユニバーサルグループとのライセン

ス契約に基づき、他のテーマパークで当

社のアトラクション等を導入する場合

は、当該アトラクション等の開発費用の

一部が払い戻されるものをいいます。 

デリバティブ評価益 204百万円

開発分担金収入（注） 147百万円

為替差益 210百万円

デリバティブ評価益 448百万円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 1,280百万円 支払利息 915百万円 支払利息 2,302百万円

増資関連費用 331百万円

※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの 

リファイナンス関連費用

（注１） 
641百万円

固定資産除却損（注２） 344百万円

固定資産除却損  
構築物 0百万円

機械及び装置 2 

その他の有形固定資産 2 

無形固定資産 4 

計 9 

リファイナンス関連費用

（注１） 
653百万円

固定資産除却損（注２） 819百万円

（注１）リファイナンス関連費用 

 リファイナンス関連費用は、財務構造

改革のために実施した、借入金の借り換

えのための費用であり、内訳は以下のと

おりであります。 

（注１）リファイナンス関連費用 

 リファイナンス関連費用は、財務構造

改革のために実施した、借入金の借り換

えのための費用であり、内訳は以下のと

おりであります。 

協調融資貸出契約引受手

数料 
504百万円

協調融資貸出契約組成事

務手数料 
54 

弁護士報酬その他 83 

計 641 

  協調融資貸出契約引受手

数料 
504百万円

協調融資貸出契約組成事

務手数料 
54 

弁護士報酬その他 94 

計 653 

（注２）固定資産除却損   （注２）固定資産除却損 

建物 192百万円

構築物 34 

機械及び装置 92 

その他の有形固定資産 17 

無形固定資産 7 

計 344 

  建物 223百万円

構築物 111 

機械及び装置 409 

車両及び運搬具 0 

船舶 0 

工具、器具及び備品 65 

ソフトウェア 7 

計 819 

４．減価償却実施額 ４．減価償却実施額 ４．減価償却実施額 

有形固定資産 6,841百万円

無形固定資産 138百万円

有形固定資産 6,604百万円

無形固定資産 88百万円

有形固定資産 13,427百万円

無形固定資産 259百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２． 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 ３．配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 1,541 － － 1,541 

Ａ種優先株式 185 － － 185 

 自己株式        

 普通株式 － － － － 

 Ａ種優先株式 － － － － 

合計 1,726 － － 1,726 

 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間会計 
期間末残高 
（百万円） 前事業年度末 

当中間会計 

期間増加 

当中間会計 

期間減少 

当中間会計 

期間末 

ストック・オプション

としての新株予約権

（平成18年６月28日取

締役会決議） 

    －     － 

合計     －     － 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）  普通株式の発行済株式総数の増加のうち16千株は、新株予約権の権利行使により普通株式を発行したこ

とによる増加であります。 

 ２． 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 ３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  該当事項はありません。 

  

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 2,143 16 － 2,159 

 自己株式         

 普通株式 － － － － 

合計 2,143 16 － 2,159 

 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間会計 
期間末残高 
（百万円） 

前事業年 

度末 

当中間会計 

期間増加 

当中間会計 

期間減少 

当中間会計 

期間末 

ストック・オプションとしての

新株予約権Ａ（平成18年６月28

日取締役会決議） 

    －     － 

ストック・オプションとしての

新株予約権Ｂ（平成18年７月14

日取締役会決議） 

    －     － 

ストック・オプションとしての

新株予約権Ｃ（平成19年８月７

日取締役会決議） 

    －     2 

ストック・オプションとしての

新株予約権Ｄ（平成19年８月７

日取締役会決議） 

    －     3 

合計     －     6 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月８日

取締役会 
普通株式  1,619 利益剰余金  750 平成19年９月30日 平成19年12月４日



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加のうち370千株は、当社普通株式を対価とするＡ種優先株式の取得請求権の

行使により普通株式を発行したことによる増加であります。 

普通株式の発行済株式総数の増加のうち230千株は、公募新株を発行（払込期日：平成19年３月15日）したこ

とによる増加分であります。 

普通株式の発行済株式総数の増加のうち２千株は、新株予約権の権利行使により普通株式を発行したことによ

る増加であります。 

２．Ａ種優先株式の発行済株式総数の減少185千株は、自己株式の消却による減少であります。 

３．Ａ種優先株式の自己株式の株式数の増加185千株は、当社普通株式を対価とするＡ種優先株式の取得請求権の

行使によりＡ種優先株式を自己株式として取得したことによる増加であります。 

４．Ａ種優先株式の自己株式の株式数の減少185千株は、自己株式の消却による減少であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式         

普通株式  （注）１ 1,541 602 － 2,143 

Ａ種優先株式 （注）２ 185 － 185 － 

     合計  1,726 602 185 2,143 

自己株式         

 Ａ種優先株式 （注）３,４ － 185 185 － 

合計 － 185 185 － 

 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当事業年度末

残高 
（百万円） 前事業年度末 

当事業年度 
増加 

当事業年度 
減少 

当事業年度末 

ストック・オプション

としての新株予約権

（平成18年６月28日取

締役会決議） 

    －     － 

ストック・オプション

としての新株予約権

（平成18年７月14日取

締役会決議） 

    －     － 

合計     －     － 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関

係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金 13,014百万円

現金及び現金同等物 13,014 

現金及び預金 22,970百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△2,263百万円

現金及び現金同等物 20,707 

現金及び預金 21,920百万円

現金及び現金同等物 21,920 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

オペレーティング・リース取引（借主側） オペレーティング・リース取引（借主側） オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 8百万円

１年超 2 

合計 11 

１年内 7百万円

１年超 10 

合計 17 

１年内 8百万円

１年超 0 

合計 8 

区分 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

中間貸借対照表計上額 
（百万円） 

中間貸借対照表計上額 
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

その他有価証券       

 非上場株式 2 3 3 



（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（１）通貨関連 

 （注） 時価は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

（２）金利関連 

 （注） 時価は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

区分 種類 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円）

契約額等 
（百万円）

時価 
（百万円）

評価損益 
（百万円）

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円）

市場取

引以外

の取引 

為替予約取引                   

売建                   

ＳＦＲ － － － － － － 49 △2 △2 

買建                   

ＵＳＤ 1,819 107 107 1,747 27 27 1,026 61 61 

ＳＦＲ 579 25 25 － － － 48 3 3 

小計 2,398 132 132 1,747 27 27 1,123 62 62 

クーポンスワップ取引                   

受取（ＵＳＤ）                   

支払（ＪＰＹ） 2,085 96 96 1,633 89 89 1,859 113 113 

小計 2,085 96 96 1,633 89 89 1,859 113 113 

  合計 4,484 228 228 3,381 117 117 2,983 176 176 

区分 種類 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円）

契約額等 
（百万円）

時価 
（百万円）

評価損益 
（百万円）

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円）

市場取

引以外

の取引 

金利スワップ取引                   

変動受取・固定支払 24,000 △771 △771 24,000 △334 △334 24,000 △539 △539 

  合計 24,000 △771 △771 24,000 △334 △334 24,000 △539 △539 



（ストック・オプション等関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 （注） 株式数に換算して記載しております。 

 （注） 株式数に換算して記載しております。 

種類 ストック・オプションＡ 

決議年月日（取締役会決議日） 平成18年６月28日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役２名 

ストック・オプションの付与数（注） 普通株式 57,033株 

付与日 平成18年６月28日 

権利確定条件 該当事項はありません。 

対象勤務期間 該当事項はありません。 

権利行使期間 平成18年６月28日から平成28年６月28日まで 

権利行使価格（円） 22,500 

付与日における公正な評価単価（円） － 

種類 ストック・オプションＢ 

決議年月日（取締役会決議日） 平成18年７月14日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役４名及び従業員742名 

ストック・オプションの付与数（注） 普通株式 27,962株 

付与日 平成18年７月18日 

権利確定条件 

権利確定条件は付されておりません。なお、付与対象者が当社の取締

役及び従業員の地位を失った場合は原則として権利行使をすることは

できません。その他細目については、当社と付与対象者との間で締結

した「新株予約権割当契約書」に定めております。 

対象勤務期間 該当事項はありません。 

権利行使期間 平成18年７月18日から平成28年７月18日まで 

権利行使価格（円） 22,500 

付与日における公正な評価単価（円） － 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 １.ストック・オプションに係る当中間会計期間における費用計上額及び科目名 

 売上原価          ２百万円 

 販売費及び一般管理費    ３百万円 

 ２.当中間会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 （注） 株式数に換算して記載しております。 

種類  ストック・オプションＣ 

決議年月日（取締役会決議日）  平成19年８月７日 

付与対象者の区分及び人数  当社の取締役４名及び従業員５名 

ストック・オプションの付与数（注）  普通株式 589株 

付与日  平成19年８月７日 

権利確定条件 

 新株予約権Ｃの割当日から３年経過の日（以下「権利確定日」といいま

す）に従業員又は取締役の地位（以下「従業員等の地位」といいます）にあ

ること。また、新株予約権Ｃは新株予約権者が権利確定日において当社が別

途定める業績目標に達した場合に、その達成割合に応じて権利が確定いたし

ます。 

 なお、権利確定日前に従業員等の地位を喪失していた場合であっても、当

社の取締役会が承認したときは、当該地位喪失日までの新株予約権者の貢献

度合い（取締役会が認定する）に応じて権利が確定いたします。 

対象勤務期間 平成19年８月７日から平成22年８月７日 

権利行使期間 

平成22年８月７日から平成29年８月６日 

 ただし、権利確定前に従業員等の地位を喪失した場合であって、当社の取

締役会が承認した場合は権利確定日以降、取締役会が定める期間とし、ま

た、権利確定日以後に従業員の地位を喪失した場合は、当該喪失後５年間

（上記の権利行使期間を超えることはできません）といたします。 

権利行使価格（円） 1 

付与日における公正な評価単価（円） 69,319 



 （注） 株式数に換算して記載しております。 

種類  ストック・オプションＤ 

決議年月日（取締役会決議日）  平成19年８月７日 

付与対象者の区分及び人数  当社の従業員39名 

ストック・オプションの付与数（注）  普通株式 1,084株 

付与日  平成19年８月７日 

権利確定条件 

新株予約権Ｄの割当日から３年経過の日（以下「権利確定日」といいま

す）に従業員又は取締役の地位（以下「従業員等の地位」といいます）にあ

ること。また、新株予約権Ｄのうち1/2（端数については切り上げるものと

します）は新株予約権者が権利確定日において当社が別途定める業績目標に

達した場合に、その達成割合に応じて権利が確定します。 

 なお、権利確定日前に従業員等の地位を喪失していた場合であっても、当

社の取締役会が承認したときは、当該地位喪失日までの新株予約権者の貢献

度合い（取締役会が認定する）に応じて権利が確定いたします。 

対象勤務期間 平成19年８月７日から平成22年８月７日 

権利行使期間 

平成22年８月７日から平成29年８月６日 

 ただし、権利確定前に従業員等の地位を喪失した場合であって、当社の取

締役会が承認した場合は権利確定日以降、取締役会が定める期間とし、ま

た、権利確定日以後に従業員の地位を喪失した場合は、当該喪失後５年間

（上記の権利行使期間を超えることはできません）といたします。  

権利行使価格（円） 1 

付与日における公正な評価単価（円） 69,319 



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当事業年度に付与したストック・オプションの内容 

 （注） 株式数に換算して記載しております。 

 （注） 株式数に換算して記載しております。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

次へ 

種類 ストック・オプションＡ 

決議年月日（取締役会決議日） 平成18年６月28日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役２名 

ストック・オプションの付与数（注） 普通株式 57,033株 

付与日 平成18年６月28日 

権利確定条件 該当事項はありません。 

対象勤務期間 該当事項はありません。 

権利行使期間 平成18年６月28日から平成28年６月28日まで 

権利行使価格（円） 22,500 

付与日における公正な評価単価（円） － 

種類 ストック・オプションＢ 

決議年月日（取締役会決議日） 平成18年７月14日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役４名及び従業員742名 

ストック・オプションの付与数（注） 普通株式 27,962株 

付与日 平成18年７月18日 

権利確定条件 

権利確定条件は付されておりません。なお、付与対象者が当社の

取締役及び従業員の地位を失った場合は原則として権利行使をす

ることはできません。その他細目については、当社と付与対象者

との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めております。 

対象勤務期間 該当事項はありません。 

権利行使期間 平成18年７月18日から平成28年７月18日まで 

権利行使価格（円） 22,500 

付与日における公正な評価単価（円） － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 14,112円26銭

１株当たり中間純利益

金額 
732円03銭

１株当たり純資産額 22,249円66銭

１株当たり中間純利益

金額 
2,173円10銭

   

１株当たり純資産額 20,061円69銭

１株当たり当期純利益

金額 
1,973円91銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式はありますが、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できな

いこと、及び、上記の金額の算定に

当たりＡ種優先株式は、「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）第12項に従い、転換仮定方式

に準じて算定された株式数を普通株

式数に加えていることから記載して

おりません。 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
2,124円10銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
1,938円13銭

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

1株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 1,398 4,685 3,793 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
1,398 4,685 3,793 

期中平均普通株式数（千株） 1,541 2,155 1,661 

期中平均転換株式数（千株） 370 － 260 

期中平均株式数（千株） 1,911 2,155 1,921 

潜在株式調整後１株当たり中間または 

当期純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） － 49 35 

（うち新株予約権） － (49) (35) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

平成18年６月28日開催

の定時株主総会で承認

され、付与された新株

予約権１種類(新株予

約権の数57,033個) 

平成18年６月28日開催

の定時株主総会で承認

され、平成18年７月18

日に付与された新株予

約権１種類（新株予約

権の数27,885個） 

  

 ────── 

  

 ────── 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 同左 １．新株予約権の発行 

 平成19年６月27日開催の定時株主

総会において、取締役の報酬の一部

として金銭による報酬とは別に、株

式報酬型ストック・オプション公正

価格分として年額25百万円以内とす

ること及び付与する新株予約権の内

容を決議いたしました。その内容は

以下の通りとなっております。 

    (1)新株予約権の総数 

 上記25百万円をオプション評価モ

デルを用いて合理的に算定された新

株予約権１個当たりの公正価格によ

り除して得られた個数（１個未満の

端数は切捨てるものとします）を各

事業年度に係る定時株主総会の日か

ら１年以内の日に発行する新株予約 

権の数の上限とします。 

    (2)新株予約権の目的である株式の 

種類及び数 

 新株予約権１個当たりの目的とな

る株式の数（以下「付与株式数」と

いいます）は、当社普通株式１株と

します。なお、当社が株式分割（当

社普通株式の株式無償割当てを含み

ます）、株式併合等を行うことによ

り付与株式数を調整することが適切 

な場合は、当社は必要と認める調整

を行うことができるものとします。 

    (3)新株予約権と引換えに払い込む 

金額 

 オプション評価モデルを用いて合

理的に算定された公正価格を払込金

額とする一方、新株予約権者に対し

て当該払込金額に相当する報酬を支

給することとし、払込みに代えて当 

該報酬債権により相殺することとし

ます。 

    (4)新株予約権の行使に際して出資 

される財産の価額 

 新株予約権１個当たりの行使に際

して出資される財産の価額は、１株

当たりの払込金額を１円とし、これ

に付与株式数を乗じた金額としま

す。 

 



  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    (5)新株予約権を行使することがで 

きる期間 

 新株予約権を割り当てる日から３

年経過の日から10年経過の日までと

します。 

    (6)譲渡による新株予約権の取得の 

制限 

 譲渡による新株予約権の取得につ

いては、当社取締役会の承認を要す

るものとします。 

    (7)新株予約権の行使の条件 

 新株予約権者は、原則として、行

使の時点で当社の取締役の地位を有

していることを要するものとしま

す。ただし、当社取締役会が承認し

た場合等には取締役の地位を失った

後においても新株予約権を行使でき

るものとします。 

    (8)新株予約権のその他の内容 

 その他の条件および細目について

は、新株予約権の募集事項を決定す

る取締役会で定めるものとします。 



(2)【その他】 

平成19年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………1,619百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………750円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成19年12月４日 

 （注） 平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第13期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出。 

(2)臨時報告書 

 平成19年８月９日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２(ストック・オプションとしての新株予約権の発行）

の規定に基づく臨時報告書であります。   

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年２月９日 

株式会社ユー・エス・ジェイ  

  取締役会 御中      

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山中 俊廣  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川井 一男  印 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ユー・エス・ジェイの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第13期事業年度の中間会計期間（平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株

主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社ユー・エス・ジェイの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上   

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出

書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年11月26日 

株式会社ユー・エス・ジェイ  

  取締役会 御中      

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山中 俊廣  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川井 一男  印 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ユー・エス・ジェイの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第14期事業年度の中間会計期

間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社ユー・エス・ジェイの平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上   

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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